
 

国土強靱化 民間の取組事例 256   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 02役割やルールを決める 

256 卸団地の機能を保つための事業継続計画（BCP） 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

協同組合広島総合卸センター 
【平成 28年】 

5240005002351 サプライ関連事業者 
【卸売業，小売業】 

広島県 

1 取組の概要 

  協同組合広島総合卸センターは、食品や繊維、医薬品等の卸業者を中心に、約300社が集積立

地し、団地内売上高は7,000 億円を越え、従業員は約 8,300 人を擁する西日本最大の流通拠点

である。 

 同卸センターでは平成 3 年、平成 11 年、平成 16 年の合計 3 回、大型台風の直撃を受けてお

り、防波堤の決壊や海水とヘドロの流入、事務所や商品、車両等の浸水被害等、甚大な被害を経

験したほか、停電による操業への影響等により、それぞれの災害で、十数億円の被害を出した。 

 護岸工事の実施やポンプ場の整備等のハード面での整備は行政により進められてきたが、緊急

事態の際、被害状況の把握や応急対応、復旧に向けた取組、事業継続のためのサポート体制の指

示、支援情報の収集  発信等を行う準備がないため、結果として組合員の経営の悪化や顧客の流

出につながることが懸念される。 

 当団地組合を含む商工センター全体も被害に遭っており、商工センター全体で組織する「商工

センター地域経済サミット」において、平成26年に 「商工センター地域防災行動計画」を策定

した。当組合の「組合 BCP」はその下位の計画としての位置づけとして、商工センターの中心

となる当組合が、率先してBCPの策定に取り組んだ。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 BCPを「町内会対応計画」「事務局対応計画」「資料編」とで構成 

 これまでの経験を踏まえ、広島県や広島市の被害想定に基づいた 「高潮」、 「地震」、 「津波」の被

害を想定したBCPを作成した。 

 BCPは、「町内会対応計画」、「事務局対応計画」、「資料編」で構成されている点に特徴がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲BCPの構成 
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 このうち 「事務局対応計画」は、組合事務局が町内会の支援や組合員企業の事業再開支援にあた

る手順を検討し、とりまとめられている。 

 同地区では、平成 25年に 「町内会」を組織化し、当組合管轄エリア内に商工センター1丁目か

ら 6丁目までに5つの町内会があり、各町内会主催で親睦会等各種行事を行っている。 

 同センターでは、その町内会単位で防災対策を講じれば、より効果的な防災活動が展開でき、連

帯意識や相互扶助の精神も養われやすいと考え、町内会を主体とした 「町内会ワーキング」を実

施し、「町内会対応計画」をとりまとめていった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時の組織は、組合事務局が災害対策本部を担い、各町内会が支部を担うことになり、支部で

は班長  副班長の下に庶務、情報収集  連絡、調査  応急復旧の各担当を設け、組合員企業とや

りとりする。また、高潮  津波等の各種警報発令時や災害発生時における、参集基準や情報伝達

方法、気象状況に応じて、各社が、土のうの積み上げ等浸水防止対策を実施し、必要により避難

活動を開始すること等も明記した。 

 

組合が各町内会に防災倉庫を設置 

 町内会ワーキングの要望事項を踏まえ、各町内会に防災倉庫を設置し、防災関連資機材や備蓄

品を配備した。配備する資機材等は、油圧ジャッキやバール シャベル等の 「救助用品」、三角

巾や包帯、医薬品等の 「救急用品」、発電機や投光器、リアカー等の 「災害対策用品」、そして、

保存食 保存水等の「水食料」として、その数量は事前に町内会と協議して取り決めた。 

 一方、組合の備蓄品としては、町内会と同様の備蓄品に加え、高波浸水時に不足が見込まれる

「土のう」を配備し、あわせて帰宅困難者対策として毛布及び水食糧も組合として備蓄を行な

った。 

 

 

 
 

 

▲町内会ワーキングの様子 ▲町会災害対策班における情報伝達フロー 
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3 取組の平時における利活用の状況 

  平時には、情報伝達訓練や、警察署及び消防署と連携した救助  避難訓練、団地内の保育園と連

携した園児の避難訓練等を実施し、団地内の様々な企業や施設が一体となった取組を推進する

ことで、災害時に機能する体制づくりを進めている。 

 各町内会の主催で親睦会等の各種行事が行われており、平時のみならず、災害対応における連

携を強めることが期待できる。 

 当団地で働く従業員数は約 8,300 人であり、災害発生時には組合員従業員をいかに安全に避難

させるかが重要となるが、 「緊急時対応ハンドブック」を作成し、自分自身を守るために必要な

情報と、初動動作を取りまとめた。避難場所一覧、連絡先一覧、情報入手  発信手段、簡単な初

動動作や、救助  消火活動方法等を記載し、名刺サイズに折りたたんで、常に身に付けてもらう

よう工夫をした。１万部を作成し、組合員や関係先団体の従業員への配布を行った。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  災害時に団地の機能が停止すれば、広島都市圏等への影響が大きく、同卸センターでは、BCP

による被害の軽減を期待できると考えている。 

 BCP は、組合員企業や従業員を守るのが狙いであるが、企業ごとよりも組合全体での取組で一

社当たりの経費を抑えることができることに加え、面的に機能することが期待される。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  同組合では、地域の安全 安心の取組を広くアピールして、同地域への企業誘致を促すことが

期待できると考えている。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  同組合では、BCP 策定やデータのバックアップ等に対する組合員の意識は十分でなく、普及活

動を進める必要があると考え、BCPの導入サポートを実施していく予定としている。 

 

7 周囲の声 

  町内会対応計画により災害に対する安心感がある。（組合員） 

 自行の防災体制とは別に、防災ハンドブックがあることで、避難場所  防災倉庫設置場所  AED

設置場所等の情報が詰まっており、従業員の安心感につながる。（金融機関支店長 防災ハンド

ブック配布先) 

 良い計画をつくれた。（合同で防災訓練を実施した公共機関) 

 当団地でも、今後参考としたい。（他地域の組合関係者) 

 


